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「平成29年度税制改正に関する意見」における中小企業についての基本的考え方

日本経済や地域を支える中小企業の特性に着目した税制の実現を！

（１）中小企業は、赤字法人であっても、雇用などを通じて、国家財政や地域経済に大きく貢献。

（２）赤字法人比率は、着実に減少。小規模な企業ほど、赤字・黒字を繰り返すが、赤字でも雇用・給与で社会に貢献。財政へ寄与していないという批判は当たらな
い。一方で、社会保険料負担の伸びは止まらず、中小企業の経営を圧迫。

（３）中小企業の設備投資の原資は内部留保と借入金。内部留保の充実が経営基盤の強化につながる。また、減価償却費は返済原資であり、早期計上（定率法）に
よって、キャッシュフローが改善する。

（４）優良企業ほど、事業承継は困難。事業承継対策として、自社の株価を抑えるなど、収益拡大の意欲が抑制され、成長の足かせになることも。

（５）必ずしも全ての企業が大企業への成長を目的としていない。一律に大企業やグローバルスタンダードと比較するのではなく、中小企業が、その多様性を生かし
て、活発に活動できる環境整備を。地域に根差した中小企業は、まちづくりや地域コミュニティの担い手。地域活性化に果たす中小企業の役割も重要。

中小企業は雇用などを通じて、地域経済や財政に大きく貢献
中小企業が支える雇用

全体の雇用：4,686万人

社会保険料の負担
社会保険料事業主拠出分：約30兆円

出典：「平成26年経済セ
ンサス」、「平成26年民
間給与実態調査」等から
事務局作成

給与支払いから発生する所得税
給与から発生する所得税：約9兆円

出典：「会社標本調査」（国税庁）
（注）平成22年度までは資本金階級は「1000万円未満」、「1000万円以上1億円未満」で
区分

小規模な企業ほど利益率が低く、赤字比率が高い 社会保険料負担の伸びが経営を圧迫

出典：「賃金構造基本統計調査（全産業／所定外・賞与含
む）」 等から事務局作成

（平成21年＝100％）

中小企業

3345.7万人

（約7割）
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公務員共

済組合等

負担

4.6兆円

出典：法人企業統計（財務省）
※数値は資本金1億円未満の企業の合計

（）内は2012年度からの増減

中小企業：労働・経営と資本が一体的
大企業：労働・経営と資本が分離している

中小企業：事業資金は、借入が中心
大企業：事業資金は、市場からの調達が中心

・社長はプレイングマネージャー。資金を集め、事業を行い、労働の対価（役員報酬）を得ている。資本の対価として配当で
受け取る場合にも、分離課税でなく総合課税

・一方で、経営と資本が一体的であるため、機動的な経営判断を行うことができるなどの強みがある

・借入をして事業を行うため、マイナスからのスタート。借入の際、社長個人の信用力が必要なため、個人保証が求められる
・内部留保（利益剰余金）は借入金の返済や設備投資のための資金調達手段として不可欠

中小企業：非上場のため、株式の取引相場がない
大企業：株式は取引相場があり、金融資産として流通

・企業価値を高めるほど株式の評価が上昇。換金性がないにも関わらず、清算前提の株価評価により、過大な相続税負担が発
生し、中小企業の事業継続・成長の足かせとなっている

大企業とは異なる中小企業の特性に着目すべき

中小企業と大企業の違い 中小企業の特性

中小企業は投資の原資を利益剰余金（内
部留保）と借入金（固定負債）から捻出

中小企業のバランスシート（2015年度）

流動資産 299.6兆円
（+32.4兆円）

流動負債 195.4兆円
（+6.0兆円）

現預金 117.1兆円
（+16.4兆円）

固定負債
(長期借入金等)

201.4兆円
（+19.8兆円）

その他 182.6兆円
（+16.1兆円）

純資産 199.1兆円
（+41.4兆円）

固定資産 295.2兆円
（+36.2兆円）

利益
剰余金

139.9兆円
（+24.4兆円）

繰延資産 1.2兆円
（-1.5兆円）

資本金
・その他

59.2兆円
（+17.0兆円）

 利益剰余金は現預金ではない。
 その多くは過去の設備投資の返済原資に充当。

平 成 ２ ８ 年 ９ 月 ８ 日
東 京 商 工 会 議 所

中小企業の赤字法人比率の推移

繰越欠損後（資本金1000万円以下）

繰越欠損後（資本金1000万円超1億円以下）

繰越欠損前（資本金1000万円超1億円以下）

繰越欠損前（資本金1000万円以下）

68.7％

72.7％

60.4％
54.0％

38.8％

47.9％

38.0％

27.8％

賃金（社会保険料を除く）の伸び

社会保険料負担の伸び

101.4％

122.1％



○小規模な企業ほど損益分岐点比率が高く、景気変動などの外部要因
の影響によって、赤字に陥りやすい。

○そのため、小規模な企業ほど赤字法人比率が高くなる傾向がある。

【損益分岐点比率の企業規模別の比較】

○中小企業は赤字・黒字を繰り返しており、２期以上連続で赤
字となっている割合は少ない。

○一方で、10期以上連続黒字となってる割合は約34％となっ
ている。

出典：中小企業庁作成資料

【中小企業における赤字の連続期数分布】

※帝国データバンクの単独財務ファイルを活用し、中小企業基本法の定義に該当する企業のう
ち、2006年～2015年の10年間連続して決算書を取得している企業31,364社を母集団として分析。

小規模な企業ほど損益分岐点比率が高く、景気変動の
影響を受けやすい

中小企業は赤字・黒字を繰り返している

出典：財務省「法人企業統計」（平成27年）

※小規模企業：資本金1,000万円未満、中小企業：資本金1,000万円以上1億円未満、中堅
企業：資本金1億円以上10億円未満、大企業：資本金10億円以上

【労働分配率の企業規模別の比較】

小規模な企業ほど労働分配率が高く、社会保
険料負担が相対的に大きい

小規模企業：資本金1,000万円未満、中小企業：資本金1,000万円以上1億円未満、中堅企業：資本金1億円
以上10億円未満、大企業：資本金10億円以上

出典：財務省「法人企業統計」（平成27年）

出典：中小企業庁委託「中小企業の資金調達に関する調査」(2015年12
月、みずほ総合研究所(株)) を事務局にて再編・加工
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中小企業の投資の原資は内部留保と借入金

【成長のための課題解決に必要な資金の調達先】

○中小企業は「内部留保」と「金融機関からの借入」から投資
のための資金を調達している。

【借入時における個人保
証の提供の有無】
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【金融機関が担保・保証以外に評価している項目】

中小企業は借入の際に個人保証が求められる

○中小企業は借入をして事業を行うため、マイナスからのスタートとなる。

○借入の際には、社長個人の信用力が必要であり、個人保証が求められる
ケースが多い。

出典：中小企業庁委託「中小企業の資金調達に関する調査」
(2015年12月、みずほ総合研究所(株))

出典：中小企業庁委託「平成 24 年度個人

保証制度に関する中小企業の実態調査」
（2013 年 3 月、（株）リベルタス・コンサル
ティング）

事業承継のために収益拡大の意欲が抑制

○事業承継の際に、相続税・贈与税などの税金対策で苦労
している割合が大きい。

○事業承継のために、自社株価を抑えるなど、収益拡大の
意欲が抑制される場合もある。

【事業承継で苦労した（している）こと】

出典：「事業承継に関する企業の意識調査」（2013年7月、帝国データバンク）
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費（社会保険料含む））の占める割合
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平成29年度税制改正に関する意見 概要 平 成 ２ ８ 年 ９ 月 ８ 日
東 京 商 工 会 議 所

＜中小企業の特性に着目し、成長戦略と一体となった税制の実現を＞
○中小企業は、わが国の雇用の７割を担い、特に三大都市圏を除いた地域で見れば、中小企業の雇用は８割以上を占めている。中小企業は最大の雇用創出主体であり、わが国経済の基盤。
○しかしながら、中小企業数は、廃業などにより、この15年間で約100万者減少（1999年：484万者→2014年：381万者） 。中小企業の事業承継時に課される相続税負担は、収益を上げ、資本を充

実させるほど増加し、事業継続・成長の足かせとなっている。経営者の高齢化が進む中で、このままでは、中小企業の減少は加速し、地域の雇用が失われ、地域経済の衰退に拍車。
○中小企業は一般に資本・経営・労働が一体で、機動的な経営判断や、地域社会への高い貢献など、多様な特徴を有している。 また、中小企業は必ずしも全てが大企業になることを目指して事業

展開を行っているわけではなく、地域に密着した小規模企業をはじめ、サプライチェーンの一端を担う企業、創業100年を超える長寿企業など、多種多様な中小企業が存在。
○中小企業の活力強化の観点から、一律に大企業との比較やグローバル標準を適用するべきではなく、中小企業の特性に着目し、成長戦略と一体となった税制を実現すべき。

＜「人口急減・超高齢社会」の克服に向けた社会保障改革の断行を＞
○わが国が「人口減少と超高齢化の加速」という構造的課題に直面する中、社会保障制度の持続および少子化対策の実行のために、消費税の引き上げは必要。平成31年10月の消費税率引き上げ

が確実に実施できるよう、経済環境の整備を進めていくことが重要。

基本的な考え方

＜事業承継税制の基本的考え方＞
○わが国経済の持続的成長のためには、中小企業が成長し、事業を円滑に継続することが不可欠。
若手経営者はＩＴ活用・販路開拓などに積極的で、経営者の世代交代の円滑化は、生産性向上、
新事業展開（第二創業）の促進など経済の好循環にも寄与。また、地方創生の観点からも、地
域経済と雇用の中核を担う中小企業の事業承継は極めて重要。

○しかしながら、取引相場のない株式の評価方法は、会社の清算を前提とした評価方法であるた
め、事業を継続し、企業価値を高めるほど上昇。換金性のない非上場株式に課される過大な相
続税負担のために、借入や事業用資産の売却を余儀なくされる等、経営基盤の承継が阻害。

○経営基盤を損なうことなく、円滑な事業承継を実現するため、取引相場のない株式の評価方法
は、会社の清算価値ではなく、ゴーイングコンサーンを前提とした評価方法に見直すべき。

○事業承継税制は、制度活用に向けた一層の見直しが必要。円滑な事業承継の実現には、後継者
の育成など、早期かつ計画的な取り組みが重要になることから、生前贈与を促すインセンティ
ブの強化が必要。

＜事業承継の円滑化に向けた税制措置の拡充＞
○事業継続を前提とした、配当重視の評価方法への抜本的見直し

• 中小企業にとって、自社株式の財産価値は、議決権と配当期待権以外にない。事業承継時の非
上場株式は、会社の清算を前提とした貸借対照表上の純資産によったアプローチではなく、配
当還元方式の適用拡大など、議決権の保有によって生じる配当を重視した評価方法とすべき。

○現行の取引相場のない株式の評価方法における当面の改善点

• 類似業種比準価額方式の見直し（類似業種の比準要素、平均株価の対象期間、利益比準３倍等）

• 純資産価額方式は、負債の範囲を見直し、退職給与引当金、賞与引当金を含めるべき。

• 同族株主判定の際に基準となる「６親等内の血族（はとこ）、３親等内の姻族（配偶者の甥・
姪）」は、親族関係が希薄化した現在では馴染まないため、同族判定の範囲を縮小すべき。

○事業承継税制の抜本的な見直し

• 現行制度は、納税猶予割合が約５割で効果が薄く、利用が進まない。発行議決権株式総数2/3
制限の撤廃、生前贈与を促す観点から納税猶予割合の100％への引き上げが必要。

• 中小企業の実態を踏まえ、兄弟等複数人での承継を納税猶予の対象に加えることを認めるべき。

• 人手不足下での厳しい採用環境や、大規模な災害や急激な経済の悪化等により雇用維持が困難
となるケースに対応した雇用維持要件の一層の緩和。

Ⅰ．円滑な事業承継の実現に向けた税制の抜本的な見直し

＜中小法人課税の見直しに対する考え方について＞
○中小企業の特性に着目し、成長戦略と一体となった税制が必要

・中小企業税制は、一律に大企業やグローバル標準で比較するのではなく、中小企業の特性に
着目し、円滑な事業承継の実現、財務基盤の強化、生産性向上等、中小企業の活力を強化す
る観点から、成長戦略と一体で検討すべき。その際、女性・高齢者など多様な人材を雇用・
育成し、地域コミュニティを支える等、地域活性化の担い手としての役割も評価すべき。

・内部留保（利益剰余金）は、借入金の返済や次の投資の源泉。借り入れによる資金調達が中
心で、経営者個人の信用力に依存する中小企業にとって、自己資本の充実は必要不可欠。

○中小企業税制の適用範囲を示す指標について

・長年、企業規模を図る基準として活用され、中小企業基本法など多くの法律で用いられてい
る「資本金」基準は維持すべき。本来、中小企業税制の適用を受けるべきではない企業のみ
を除く仕組みの検討が必要。「純資産」は過去の利益の蓄積であり、単年度の担税能力を示
すものでなく、特定の企業群に対象が偏ることから適切な指標ではない。

○個人事業主に近い中小事業者（いわゆる法人成り）について

・個人事業主が法人形態を選択する動機は、信用力の向上、資本の充実、雇用の確保など、経
営基盤の強化のためである。企業の成長には経営基盤の強化を促す法人制度が不可欠であり、
一部のケースを取り上げて、法人制度をゆがめるべきではない。

＜中小企業の生産性向上を実現する税制＞
○中小法人の軽減税率は、財務基盤の強化のため、税率15％を維持したうえで延長すべき。

○中小企業投資促進税制は、上乗せ措置を含め、延長すべき。サービス産業の生産性向上に資
する、器具備品、建物、建物附属設備など対象設備の拡充が必要。「中小企業等経営強化法」
に基づく固定資産税の減免措置の対象設備も同様に拡充すべき。

＜中小企業の経営基盤を毀損する税制措置への反対＞
○外形標準課税の中小企業への適用拡大は、地域の疲弊に拍車がかかり、地域経済が衰退し、
ひいては、日本経済の成長に悪影響を与えることから断固反対。

○中小企業の経営の安定性を損なうことから、欠損金繰越控除は制限すべきではない。

○自己資本の充実を抑制し、企業の成長を阻害する留保金課税の廃止、中小法人への適用拡大反対。

○減価償却制度の定額法への統一は、手元のキャッシュが減少し、設備投資意欲を減退させ、
アベノミクスの投資拡大への取り組みにも逆行するため反対。

Ⅱ．中小企業の特性に着目し、成長戦略と一体となった税制の実現を

○非上場株式の評価額は、企業価値を高めるほど上昇。換金性がない非上場株式に課
される相続税は、中小企業の成長に必要な経営基盤の承継を阻害。

○取引相場のない株式の評価方法、事業承継税制の抜本的見直しが必要。

○中小企業税制は、中小企業の特性に着目し、円滑な事業承継の実現、財務基盤の強
化、生産性向上等、中小企業の活力を強化する観点から、成長戦略と一体で検討す
べき。



Ⅴ．女性の活躍促進・子育て世代の支援に向けた制度の見直し

＜女性の働きたい意思を尊重した税制・社会保険制度の見直し＞

○労働力人口が減少する中、成長を維持していくためには、女性や高齢者が働きやすい環境を整備し、
可能な限り働くことを選択してもらう必要がある。

○現行の所得控除制度（基礎控除・配偶者控除・配偶者特別控除）は、累進税率の下では高所得
世帯ほど税負担が軽減されており、多くの子育て層が含まれる低所得世帯（年収300～400万
円）の負担軽減が必要。配偶者控除見直しにあたっては、基礎控除、配偶者控除、配偶者特別
控除を一本化し、所得額によらず税負担の軽減額が一定となる税額控除制度に移行すべき。

○その際、単身世帯との公平性に配慮して、配偶者控除と同様に専業主婦世帯の税負担軽減を図
るため、夫婦それぞれの所得に対して税額控除を適用するとともに、夫婦どちらか一方に控除
しきれない税額控除額がある場合、他方の税額控除に上乗せする仕組みとすべきである。

＜子育て世帯の支援の拡充に向けた考え方＞

○社会保障給付の重点化・効率化の徹底・加速化、余力ある高齢者の応能負担の徹底等により、
財源を若年世代の結婚・出産・子育て等の環境整備等、子育て世代への支援に配分すべき。

○手厚い公的年金等控除を見直し、子育て世代への支援の拡充を図るべき。

Ⅵ．企業の活力強化、地域活性化に資する税制措置

＜中小・中堅企業の成長を喚起・後押しする税制措置＞

○第４次産業革命の到来を踏まえ、わが国が国際競争を勝ち抜くためには、研究開発投資への後
押しは極めて重要。中小・中堅企業の研究開発を後押しする観点からも、研究開発税制を拡充
し、制度全体で恒久化すべき。

○所得拡大促進税制を拡充し、労働分配率の高い中堅・中小企業の収益改善を通じて、「成長と
分配の好循環」の実現を図るべき。

○中小企業の８割を占める中小サービス業の経営改善に資する設備投資を後押しする観点から、
商業サービス業活性化税制は、継続・拡充すべき。

○森林環境税（仮称）の中小企業への適用拡大や炭素税など環境関連税制の強化には反対。

○前向きな設備投資を阻害する償却資産に係る固定資産税、事業所税の廃止。

○企業年金積立金への特別法人税は、企業年金の持続性・健全性を著しく損なうため、撤廃すべき。

＜民間投資や消費を喚起し、持続的な経済成長に資する税制措置＞

○特定の事業用資産の買換えおよび交換の場合の譲渡所得の課税の特例の恒久化。

○内需拡大に資する住宅税制の延長（土地の売買等に係る登録免許税の特例措置、住宅の登録免
許税の軽減措置の延長、土地譲渡益に対する追加課税制度の課税停止期限等）。

○都市再生・再開発に資する都市再生促進税制の延長。

＜「地方疲弊の深刻化」に対する地方創生の取り組み＞

○商業地域における空き地・空き店舗を利活用した所有者に対する固定資産税の減免措置の創設。

○空き地・空き店舗の所有者情報の明確化による、権利調整等の円滑化を図るため、相続登記を
行った者に対する相続税の一部控除や登録免許税の軽減措置の創設。

＜納税環境整備の拡充（納税協力負担の軽減）＞

○申告納税方式を採用しているわが国では、本来は国が行うべき徴税事務について、納税者であ
る事業者が、納税協力として多大な負担をしている。人的資源に乏しい中小企業の納税協力負
担は生産性向上の阻害要因となっており、事務負担軽減を図るべき。

○中小企業が本業に専念できるよう、提出書類の免除・簡素化等を図るべき。

○納税事務負担の軽減、徴収事務の効率化に向けて、地方自治体毎に異なる書類の様式や手続き、
納付期限等の統一が必要。

Ⅲ．消費税率引き上げ延期に伴う課題

＜平成31年10月の消費税率10％への引き上げは確実に実施を＞

○消費税率10％への引き上げは、持続可能な社会保障制度確立のために必要。社会保障給付の一層の
重点化・効率化を徹底するとともに、平成31年10月の税率引き上げを確実に実施できる経済環境の整
備が重要。

＜消費税率引き上げ延期を受け、軽減税率の導入は、ゼロベースで見直すべき＞

○商工会議所は、予てから、軽減税率制度の導入は、社会保障財源を毀損すること、中小企業に
過度な事務負担を強いることから導入すべきではなく、単一税率を維持すべきであり、また、
低所得者対策は、真に必要な者に対して、所得に応じたきめ細かな給付措置で対応すべきと主
張してきた。

○消費税引き上げ延期を受け、これまでの商工会議所の主張に鑑み、軽減税率制度の導入は、ゼ
ロベースで見直すべきであると考える。

＜適格請求書等保存方式は、十分な期間を設け、廃止を含め、慎重に検討すべき＞

○適格請求書等保存方式（インボイス制度）は、飲食料品を取り扱う事業者のみならず、全ての
事業者に対して、経理・納税方法の変更を強いるものであり、広範囲に影響を及ぼすとともに、
500万者を超える免税事業者が取引から排除されるおそれがある。

○「所得税法等の一部を改正する法律（平成28年法律第15号）」において、消費税の軽減税率制
度の導入後３年以内を目途に、事業者の準備状況や事業者の取引への影響の可能性等を検証し、
必要があると認めるときは、その結果に基づいて法制上の措置その他の必要な措置を講ずると
規定されていることから、インボイス制度の導入にあたっては、軽減税率制度の導入後、十分
な期間を設け、廃止を含め、慎重に検討すべき。

○まずは、消費税率10％へ引き上げ後、インボイス制度導入前に、免税事業者に対する価格転嫁
支援や課税選択を促す施策の展開が必要である。そのうえで、免税事業者の課税選択の動向、
価格転嫁、取引排除等の実態を徹底的に調査・検証し、廃止を含め、必要な措置を検討すべき。

＜円滑な価格転嫁の実現＞

○外税表示は、消費者の消費税への認識を高め、価格転嫁に効果的であることから恒久化し、事
業者が表示方法を選択できるようにすべき。

Ⅳ．平成28年熊本地震からの復旧・復興、防災・減災に向けた取り組みへの支援

○熊本地震で被災した中小企業の事業再開、地域経済の再生を強力に進める観点から、以下の税
制上の負担軽減措置を講じるべき。

• 法人税や登録免許税、自動車重量税等の国税、法人事業税、固定資産税等の地方税の減免

• 欠損金の繰越期間の延長、繰戻還付の拡充

• 震災損失について、前事業年度の損金への算入の容認

• 復興資金捻出のために売却する土地、有価証券等の譲渡益課税の免除

• 事業再開に向けた設備投資減税、資産の買換え特例

• 災害損失特別勘定における支出期間の拡大

○大規模災害発生時に備え、事業継続計画（ＢＣＰ）に取り組む企業を後押しするため、建物・
設備の耐震措置や防災設備等の導入、地域的な分散化を図るための設備・施設の設置等に係る
設備投資減税の創設、固定資産税・都市計画税の減免など思い切った措置を講じるべき。


